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は じ め に
　最近，内外において企業不正事件が絶えない。それらは，最近大きな話
題になった大手電機メーカーによる不正会計のように財務諸表に直接影響
する事案から，財務諸表には直接影響しないがいずれは企業の事業運営に
重大な影響を与えることにより結果的に企業の財政状態に大きなインパク
トをもたらす案件（例えば，自動車排ガス試験における不正ソフトの使用，免震
ゴムに関するデータ改ざん，建築業界における杭打ちデータ改ざん，食品廃棄物の
横流し事件，自動車燃費データの不正，等）のように幅広い分野にまたがって
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2いる。これらの事案は，いずれも法令順守に反したいわゆる違法行為に相
当するが，国際会計士倫理基準審議会（The International Ethics Standards 
Board for Accountants :  IESBA）は，2016年７月14日にこのような違法行為又
はその疑いに公認会計士が気が付いた場合に取るべき対応に関する新しい
国際倫理規程を公表したので，本稿においてはその概要を紹介する。
　また，リーマンショック以降国際的にも著しく低下した公認会計士監査
の信頼性向上のために行っている IESBAのその他の活動状況の内の主な
ものについても併せて紹介する。
１．国際会計士倫理基準審議会（IESBA）について
⑴　IESBAの運営と仕組み
　国際会計士倫理基準審議会は，国際会計士連盟（International Federation 
of Accountants :  IFAC）の中にある４つの基準設定審議会の１つである。
　ボードメンバーは，パブリック・メンバー５名，監査実務家９名及び非
監査実務家４名の合計18名である。現在の議長は，2015年１月１日に就任
したパブリック・メンバーの Thomadakis氏である。同議長が，2015年10
月７，８日に来日され，日本公認会計士協会（JICPA）主催の座談会やセ
ミナーに出席したり，各方面の市場関係者と積極的に意見交換を行った。
　各ボードメンバーは，テクニカル・アドバイザーを１名選任することが
でき，大半のボードメンバーは審議会に伴って出席している。
　定期的な審議会は，年間４回開催されるが，それには，公式オブザーバ
ーの日本の金融庁と欧州委員会（EC）の代表者，その他の一般オブザーバ
ー，諮問アドバイザリーグループ（CAG）の議長，公益監視委員会（PIOB）
代表及び IFACのテクニカル・ディレクター，テクニカル・スタッフ等総
勢30名以上が出席する。
新しい国際倫理規程「違法行為への対応」（加藤）　3
⑵　IESBAの役割等
　IESBAの使命（Mission）は，高品質な倫理規程を設定することによっ
て，公益（Public interest）に資することである。そして，IESBAが設定す
る国際的な倫理規程としての職業会計士の倫理規程（Code of Ethics for 
Professional Accountants：以下 IESBA倫理規程という）は，IFAC加盟団体メン
バーに適用され，140超の IFAC加盟団体は，少なくとも本規程と同程度
の厳しさの倫理規程を適用することが要求される。2015年10月現在の各
国，地域における適用状況は次のとおりである。
　・Adopted：87か国（日本を含む）
　・Committed to adopt in the near future：９か国
　・Based on IESBA Code：17か国
　・Process of convergence：19か国
　・Not adopted：７か国
２．日本の職業倫理規則等について
　前述のように，IFAC加盟団体は，少なくとも IESBA倫理規程と同程度
の厳しさの倫理規程を適用することが要求される。つまり，IESBA倫理
規程よりも緩い内容にすることはできず，同じかそれよりも厳しくなけれ
ばならない。JICPAの場合は，この要求を満たすように IESBA倫理規程
をアドプションして JICPA倫理規則を制定している。つまり，IESBA倫
理規程とほとんど同じ内容であるが，それよりも厳しい規定や JICPA独
自の規定がいくつかあり，また規則全体の構成が異なる。表１は，これら
の相違点をまとめたものである。
　なお，日本の場合は，JICPAの自主規制による IESBA倫理規程のアド
プションとともに，金融庁管轄の公認会計士法による法規制の二本立てに
なっている。これらの相関関係を示したのが図１である。
4表１　JICPA倫理規則等と IESBA倫理規程の異同
　　　　　　　　   以下を除いては，両者は，ほとんど同じ内容
倫理規則等の構成 下記の表を参照
IESBA規程よりも厳しい
規定
贈答接待，紹介手数料
JICPA独自の規定 品質の維持，名義貸しの禁止，将来の事象に対す
る意見，会員相互間の行為，共同業務，監査法人の
名称
・倫理規則等の構成の比較
JICPA倫理規則等 IESBA倫理規程
「倫理規則」第１章　総則 Part A (Section 100-150)
「倫理規則」第２章　会計事務所等及び会計事務
所所属の会員を対象とする
規則
Part B (Section 200-280)
「倫理規則」第３章　企業等所属の会員を対象と
する規則
Part C (Section 300-350)
分離した「独立性に関する指針」
第１部　財務書類の監査業務及びレビュー業務に
おける独立性
第２部　その他の保証業務における独立性
Part B (Section 290)
Part B (Section 291)
分離した「利益相反に関する指針」（注）
第２章第１部　会計事務所等及び会計事務所所属
の会員を対象とする指針
第３章第２部　企業等所属の会員を対象とする指
針
Part B (Section 220)
Part C (Section 310)
（注）　2014年に新設。
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３．違法行為又はその疑いに職業会計士が気付いた場合の新しい
　対応規程
⑴　当プロジェクト発足の背景と目的
　当プロジェクトは，証券監督者国際機構（IOSCO）等をはじめとする規
制団体及びその他の利害関係者からの以下のような懸念に対応するために
開始された。
　・ 倫理規程における守秘義務が，不正又はその他の違法行為を監査人が
規制・施行当局に適時に通報することの障壁となっている
　・ 監査人が，違法行為又はその疑いに適切に対応することなく，当該違
法行為を理由に依頼人との関係を単に解消する
　・ 公共の利益のために違法行為又はその疑いに対応するための適切な行
動を決定する際の検討プロセスや関連する考慮要因についてのガイダ
ンスが現在の倫理規程に不足している
　このような懸念に対応するために，職業会計士がクライアント又は所属
図１　職業倫理の規範体系
対応関係
解説及び解釈
2
法規制自主規制
職業倫理に関する解釈指針
独立性に関する
法改正対応
解釈指針
利益相反に
関する指針
独立性に
関する指針
倫理規則注解
倫理規則
日本公認会計士協会会則
公認会計士法等IESBA 倫理規程
6する勤務先等において，違法行為又はその疑いに気が付いた場合に，どの
ような手続きを行い，最終的に守秘義務に優先して監督官庁のような外部
の第三者へ開示するべきかどうかについて，新しい倫理基準を作ることに
なったのである。
⑵　2012年 8 月に最初の公開草案を公表
　このプロジェクトの最初の公開草案は2012年８月に公表されたが，各国
の法規制等に反してでも守秘義務に優先して外部への公表等を義務付けた
内容は厳し過ぎるという主な理由で，寄せられたコメントのほとんどが反
対意見であった。そこで，この公開草案は破棄され，改めて再公開草案を
作ることになった。そのためには，まず世界中の市場関係者の意見をよく
聞く必要があるということになり，2014年に香港（５月20日），ブリュッセ
ル（６月13日）及びワシントン（７月10日）でラウンドテーブルを実施して
広く市場関係者の意見を聴取した。
⑶　再公開草案及び最終規程の公表
　上記のプロセスを経て，2015年５月６日に再公開草案が公表された。そ
れに寄せられたコメントの大勢は，再公開草案の内容に賛成であった。そ
れらのコメントの分析，審議を行い，市場関係者へのアウトリーチ等を行
った結果，いくつかの修正を行いつつも基本的には再公開草案の内容を維
持して，最終規程を2016年７月14日に公表した。以下，この新しい規程の
概要を紹介する。
⑷　最終規程の概要
　ア　本規程の目的
　職業会計士は，その業務を通じて，クライアント又は勤務先における違
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法行為又はその疑いに気付くことがある。そのような場合には，パブリッ
ク・インタレスト（公共の利益）という観点から，職業会計士は如何なる
違法行為でも目をつぶってはならず，何らかの対応をすることが求められ
る。
　本規程は，違法行為に気付いた場合の職業会計士の責任を特定し，それ
に対応する手続きの指針を提供する。本規程における違法行為とは，クラ
イアント又は勤務先の人達によって作為又は不作為によって，あるいは故
意又は故意でなく行われたかどうかを問わず全ての違法行為が対象にな
る。
　職業会計士が違法行為に気付いた場合には，まず，自国（地域）におけ
る法規制を理解し，それに準拠することが必要である。その上で，次の行
動を取ることが求められる。
　・ 誠実性の原則及び職業的専門家としての行動の原則，の基本原則を遵
守する
　・ クライアント／勤務先の経営者又は統治責任者（TCWG，日本：監査役
等）に，次のことをするように促す
　　　・ 違法行為又はその疑いを阻止し，若しくは是正し，又はそれらの
影響を軽減できるようにする
　　　・違法行為がまだ起きてない場合には，その違法行為を未然に防ぐ
　・必要に応じて，追加的対応策（Further action）を実施する
　本規程は，クライアント又は勤務先が，社会的影響度の高い事業体
（PIE）と，それ以外の事業体の両方に適用される。
　イ　対象となる法令の範囲
　職業会計士が，その業務遂行に必要な研修や経験によって習得した次の
ような法令が対象になる。
　・財務諸表の重要な数値や開示の決定に直接影響を与える法令
8　・ 財務諸表に直接的な影響は与えないが，企業のビジネスや業務を行っ
ていく上で，又は重大なペナルティーを避けるのに重要な影響を与え
るその他の法令
　これらの範囲は，基本的には，国際監査基準（ISA）250号「財務諸表監
査における法令の検討」と同じであるが，実際にはかなり広範囲と解釈さ
れる。例えば，次の例示のことに関連した法令も範囲に含められる。
・ 不正，贈収賄，ワイロ，マネー・ロンダリング，テロリスト・ファイ
ナンス，犯罪行為，違法証券・金融取引，データ・プロテクション，
違法な税金や年金の処理，環境破壊行為及び健康・安全の侵害
　これらの例示によると，「はじめに」で述べた内外の会社が最近起した
いくつかの不正事件は，この新規程の適用範囲に含まれるものと思われ
る。
　ウ　範囲外の違法行為
　次の違法行為は，当規程の範囲には含まれない。
　・明らかに些細な（Clearly inconsequential）違法行為
　・ 業務の依頼人（クライアント）又は雇用主の事業活動に関係のない個
人的な違法行為（私的犯罪等）
　・ 業務の依頼人，雇用主，その統治責任者・経営者又は依頼人若しくは
雇用主のため若しくはその指揮の下で働く他の者以外による違法行為
（例えば，デューデリジェンス・レビューにおける，被買収会社における違法
行為）
　エ　対象となる職業会計士のカテゴリー
　新規程は，職業会計士を次の４つのカテゴリーに分けて，違法行為又は
その疑いに気が付いた場合に取るべき手続きや責任を定めている。
　・会計事務所等所属の職業会計士で，監査に従事している者（監査人）
　・会計事務所等所属の職業会計士で，監査以外の業務に従事している者
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　・企業等所属の職業会計士で，上級（シニア）の職にある者
　・企業等所属の職業会計士で，上級の職にある者以外の者
　このように，職業会計士を４つのカテゴリーに分ける理由は，カテゴリ
ー毎のそれぞれの権限，影響力（その範囲），責任，決定に関するレベル及
び公益性の観点からの異なる期待レベルを考慮しているからである。
　オ　監査人による違法行為への対応
　　⒜　職業的専門家としての責任を，次のように遂行する。
　　自国（地域）の法規制（適切な当局への通報に関する要求事項や通報を禁
止する要求事項を含む。）を理解し，遵守する。日本の場合は，会計監
査に関連した金融商品取引法193条の３「法令違反等事実発見への対
応」が該当する。
　　また，自国（地域）の監査基準を遵守する。日本の場合は，JICPA
の監査基準委員会報告書250「財務諸表監査における法令の検討」が
該当する。
　　そして，それらに基づいて監査チーム・グループ内で，当該事項に
ついて適切にコミュニケーションする。
　　⒝ 　クライアントの経営者又は統治責任者に対して違法行為又はその
疑いを報告する。そして，
　　・ 経営者又は統治責任者が問題を明確に理解し，懸念を立証又は解消
し，問題を調査できるようにする
　　・経営者又は統治責任者に，以下の対応を助言する
　・違法行為又はその疑いに対処する
　・違法行為を未然に防ぐ
　・ 法規制が要求する場合，又は公共の利益のために必要とされる場
合，適切な当局に当該事項を通報する
　　⒞ 　以上の手続きを実施してもなお事態が改善されない場合は，追加
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的対応策を実施すべきかどうかを，いろいろの要素を考慮して決め
る。例えば，経営者又は統治責任者の対応の適切性や適時性を踏ま
え，公共の利益に照らして追加的対応策が必要かどうかを客観的に
判断する。
　必要とされる追加的対応策の内容及び範囲は，例えば次のような
様々な要因による。
　　　　・ クライアント又は利害関係者に対して重大な損害が生じるであ
ろうことに関する確かな証拠
　　　　・外部の第三者に対する機密情報の開示を禁止する法律の存在
　　　　一連の追加的対応策は，以下の対応を含み得る。
　　　　・ 法律で要求されていない場合であっても，適切な当局に当該事
項を通報すること
　　　　・ 監査人を辞退又は監査契約の解除を検討すること
　　⒟ 　追加的対応策の１つとして，監査人を辞退した場合には，在任中
に気が付いたクライアントの違法行為又はその疑いを後任候補監査
人に伝えなければならない。また，前任監査人の判断で，クライア
ントの同意を得なくても違法行為に関する情報を後任候補監査人に
伝えるべきと判断して伝えた場合は，法令で禁止されていない限
り，監査人引継ぎに関連した守秘義務の IESBA倫理規程（パラグラ
フ210.14）には反しない。更に，後任候補監査人が前任監査人から
必要な情報が入手できない場合には，他の合理的な手段（例えば，
第三者への質問，経営者や統治責任者への調査）で必要な情報を入手し
なければならない。
　　⒠ 　連結財務諸表監査（Group Audits）や，ネットワーク・ファームが
関与する場合において，親会社又は構成単位における違法行為又は
その疑いに気が付いた場合は，ファーム関係グループ内や外部監査
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人とコミュニケーション（グループ監査チームから構成単位チームへの
トップダウン及び逆のボトムアップ・コミュニケーション等）したり，あ
るいはその検討をする必要がある。この手続きは，非監査業務を提
供している場合にも適用される。
　　⒡ 　稀なケースとして，利害関係者に重大な影響を及ぼすと思われる
違法行為又はその疑いが切迫していることに気が付いた監査人は，
経営者又は統治責任者と協議すべきか否かを検討する。そして，こ
の新規程が設定している一連の手続きを踏むことなく適切な当局に
直ちに通報するべきか否かについて専門的な判断をしなければなら
ず，その結果によっては直ちに通報する（may immediately disclose）。
このような通報は，IESBA倫理規程（セクション140）が定める守秘
義務違反にはならない。
　　⒢ 　監査人は，財務諸表監査業務の一環として，国際監査基準に従っ
て違法行為への対応に関する監査調書を作成する必要がある。な
お，この調書には，違法行為への対応の目的を達成したことに関す
る一連の意思決定プロセスや手続き等も記載する必要がある。
　カ 　監査人以外の会計事務所等所属の職業会計士による違法行為への対
応
　倫理の基本原則は全ての職業会計士に対して同一であり，全ての職業会
計士は違法行為に対処しなければならず，知っていながら無視をしてはな
らない。しかしながら，基本原則の遂行をどのように行うかは，職業会計
士の４つのカテゴリーの役割，職階及び影響力の範囲によって異なる。そ
のような観点から，監査人以外の会計事務所等所属の職業会計士による違
法行為への対応の手続きは，次に述べるように監査人に比べてかなり簡略
である。
　・ まず，違法行為又はその疑いについて，経営者及び接触を持っており
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かつ適切な場合には統治責任者と協議する
　・ そして，クライアントが会計事務所等（ネットワークファームを含む）
の監査業務のクライアント又はその構成単位である場合には，監査業
務執行社員が当該事項を知ることができるように，会計事務所等内
（ネットワークファームを含む）においてコミュニケーションを行う
　・ その他のクライアントである場合には，もしいれば外部監査人である
会計事務所等と当該違法行為についてコミュニケーションすることを
検討する
　・ 公共の利益に照らして，追加的対応策が必要か否かを判断する。一連
の追加的対応策には，法律で要求されていなくても適切な当局に通報
することや業務の辞退又は契約の解除を検討することも含み得る
　・ 例外的な状況において，利害関係者に重大な損害を与える切迫した法
令違反の場合には，前述の手続きを踏むことなく，当該違法行為を適
切な当局に直ちに通報することができる
　・ 監査人以外の会計事務所等所属の職業会計士には，違法行為への対応
に関して取った手続きや結論に関する調書化が，強制はされないが奨
励される
　キ 　企業等所属の職業会計士で，上級（シニア）の職にある者による違
法行為への対応
　上級の職にある者とは，人事，財務，技術，有形・無形の経営資源等に
関するコントロールや意思決定をしたり又はそれらに大きな影響力を行使
できる取締役，執行役員や上級の職にある社員等を指す。CFOや社外役
員等も含まれる。
　上級の職にある企業等所属の職業会計士は，組織内で次の重要な役割を
担う。
　・違法行為を防止するための組織内の体制を確立する
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　・その方針及び手続きを実行するための適切な措置を講じる
　・倫理を基礎とする企業文化を促進する
　このように重要な役割を担っているからこそ，上級の職にある者へは，
次のような全般的な期待が寄せられる。
　・組織内において，経営者が正しい行動に対する姿勢を打ち出すこと
　・ 良好な社内統治に必要不可欠な構成要素としての内部通報制度手続き
を含む，違法行為を防止する適切な方針及び手続を確立すること
　　⒜　上級の職にある者は，次の手続きを行うことが求められる。
・上司又は統治責任者に，違法行為又はその疑いを報告する
・自国（地域）の法規制を理解し，遵守する
・ 違法行為又はその疑いを阻止し，若しくは是正し，又はそれらの
影響を軽減できるようにする。また，再発リスクを軽減する
・ 違法行為がまだ起きてない場合は，それを未然に防ぐように尽くす
・もし外部監査人がいるのであれば，外部監査人に通報する
　　⒝ 　もし，これらの手続きを実施してもなお事態が改善されない場合
は，追加的対応策を実施すべきかどうかを，いろいろな要素を考慮
して決める。追加的対応策には，雇用主会社が企業グループに属し
ている場合はその親会社に報告すること，適切な当局に当該事項を
通報すること及び雇用主会社からの退職を検討すること等が含まれ
得る。
　　⒞ 　稀なケースとして，利害関係者に重大な影響を及ぼすと思われる
違法行為又はその疑いが切迫していることに気が付いた上級の職に
ある者は，経営者又は統治責任者と協議すべきか否かを検討する。
そして，この新規程が設定している一連の手続きを踏むことなく適
切な当局に直ちに通報するべきか否かについて専門的な判断をしな
ければならず，その結果によっては直ちに通報する（may immediately 
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disclose）。なお，このような通報は，IESBA倫理規程（セクション
140）が定める守秘義務違反にはならない。
　　⒟ 　上級の職にある者の場合は，違法行為に対して取った対応手続き
及び結論に関して調書を作ることが，強制はされないが奨励される。
　ク 　上級の職以外にある企業等所属の職業会計士による違法行為への対
応
　倫理の基本原則は全ての職業会計士に対して同一であり，全ての職業会
計士は違法行為に対処しなければならず，知っていながら無視をしてはな
らない。しかしながら，基本原則の遂行をどのように行うかは，職業会計
士の４つのカテゴリーの役割，職階及び影響力の範囲によって異なる。そ
のような観点から，上級の職以外にある企業等所属の職業会計士による違
法行為への対応の手続きは，次に述べるように上級の職にある者に比べて
かなり簡略である。
　・職業的専門家としての責任を，次のように遂行する
　　　　・ 自国（地域）における違法行為に関する法令を理解して，準拠
する
　　　　・該当する職業専門家の基準に準拠する
　・ 違法行為又はその疑いについて，直属の又はその次の上位者に報告す
る
　・勤務先企業等の内部通報制度等を利用する
　・切迫した違反の場合は，適切な当局に直ちに通報できる（前述参照）
　・ 違法行為への対応に関して取った手続きや結論に関して調書を作成す
ることが，強制はされないが奨励される
⑸　新規程の適用
　新規程は，2017年７月15日から適用される。監査人の場合も，監査対象
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となる財務諸表の事業年度ではないことに留意が必要である。なお，早期
適用は可能である。
　この新規程を，後述の倫理規程の構成見直しプロジェクトによる新しい
構成にして適用することも検討したが，このプロジェクトは開始してから
既に６年以上経っていることや，一刻も早く適用を開始するべきであると
の強いニーズに応えるために，取りあえず現行の構成による規程として適
用を始めることになった。新しい構成による規程は，倫理規程全体の構成
見直し規程の一部として今後公表される予定である。
⑹　公認会計士の実務に与える影響
　前述したように，内外において企業不祥事が頻発する昨今，高潔な職業
専門家としての公認会計士に対して社会悪のウォッチャーや是正の促進役
としての社会的役割が期待されているということは，資本市場における公
認会計士の存在意義と価値を高めていることを表しており喜ばしいことで
はある。反面，そのような高度の期待が公認会計士の専門領域である会
計・財務や監査の世界から大きく逸脱していると考えて困惑している公認
会計士も多いと思われる。例えば，前述した企業不祥事には，自動車排ガ
ス試験における不正ソフトの使用，免震ゴムに関するデータ改ざん，建築
業界における杭打ちデータ改ざん，食品廃棄物の横流し，自動車燃費デー
タの不正等々，通常の公認会計士業務には余り縁のない事案が多い。
　しかし，４つのカテゴリーのあらゆる公認会計士がこれらに関連した違
法行為やその疑いについて何らかの理由により気が付いた以上，これから
は目をつぶることができなくなり，新規程で定められた対応をすることが
求められる。それは，市場関係者が公認会計士に警察のような役割を期待
する Expectation gapが生じるおそれを心配する指摘もある。更には，ク
ライアントや雇用主との信頼関係が揺らぎ，外部への告発等によってはク
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ライアントや職場を失う危惧も指摘されている。また，クライアントや雇
用主との契約範囲を超えて，新規程が求めている手続きを実行することに
要する時間やコストの負担が心配されている。
⑺　日本へのインパクト
　一方，前述のように，日本は IESBA倫理規程を基本的にアドプション
しているが，この新規程を日本へどのように導入すべきかは，これから
JICPAや金融庁等が検討することになると思われる。日本における公認会
計士による違法行為への対応に関する現在の規則・法令は，会計監査に関
するものとしては次の２つが主なものである。
　・ JICPA監査基準委員会報告書250「財務諸表監査における法令の検討」
　・ 金融商品取引法第193条の３「法令違反等事実発見への対応」
　しかし，筆者の理解によると，これらの規則・法令が監査の実務におい
て実際に使われたというケースは非常に稀のようである。いわんや，未だ
に内部通報制度すら余り有効に活用されていない日本においては，非監査
業務に従事する公認会計士や企業等で働く公認会計士にとっては，この新
規程による対応は実務的に難しい面が多いと思われる。
　しかしながら，国際社会の一員として，日本は新しいグローバルスタン
ダードに準拠していく責任があるので，どのように日本の制度として構築
し，かつ実務に浸透させていくかについての関係者による今後の対応に期
待したい。
４．その他の IESBAプロジェクトの現状と今後の見通し
　表２は，IESBAが現在審議を進めている又は直近に完了したプロジェ
クトの一覧表である。これらのプロジェクトの内，今まで説明してきた違
法行為への対応以外に，会計事務所等のパートナーの監査クライアントへ
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の長期的関与，倫理規程の構成の見直し及び監査報酬切下げプレッシャー
に関する IESBAスタッフ文書の３つのプロジェクトについてのみ概要を
以下に説明する。
表２　現在進行中／直近完了の IESBAの主なプロジェクト
プロジェクト 内　　　容
今後の予定
公開草案 最終基準
違法行為の疑いへ
の対応
Non-Compliance 
with Laws and 
regulations
全ての職業会計士（企業等所
属を含む）が，その職務遂行
の過程で疑いのある違法行為
に気付いた場合の対応ガイダ
ンスの新設
2016年７月
現行構成最終
基準公表
長期的関与
Long Association
監査不祥事への対応の一環と
して，パートナーローテーシ
ョン制度等の見直し
2016年12月
現行構成基準
を承認予定
倫理規程のパート C
Part C
フェーズ１：企業等所属の職
業会計士を対象とする規定部
分の見直し，及び上司等から
のプレッシャーに対処する規
定の新設
フェーズ２：勧誘
2016年12月
フェーズ１
新構成基準
公開草案承認
予定
2015年12月
フェーズ１
現行構成最終
基 準（Close-
off）を承認
セーフガードの見
直し
Review of 
safeguards
概念的枠組みアプローチの適
用における，セーフガードの
定義，内容，役割等を明確に
して，その適切性及び効率性
を改善
フェーズ２：
2016年12月
公開草案承認
予定
フェーズ１：
2016年12月
Closing off承
認予定
倫理規程の再構築
Structure of the 
Code
要求事項とガイダンスの区
分，規程の分かりやすさの向
上，表現の平易化等，規程の
明瞭化及び利便性の改善
2016年12月
フェーズ２
公開草案承認
予定
2018年上旬
低額監査報酬に関
するスタッフメモ
（非公式 PJ）
監査報酬切下げプレッシャー
が増していることに対する
IESBAスタッフメモの公表
2016年１月に公表（正式のデ
ュープロセスは不要）
（注）　上記以外に，「緊急事項及びアウトリーチ」等も審議している。
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５．会計事務所等のパートナーの監査クライアントへの長期的
　関与の改訂
⑴　当プロジェクトの目的
　IESBA倫理規程のセクション290「監査業務及びレビュー業務における
独立性」には，監査人の監査クライアントへの長年の関与の結果生じ得る
馴れ合い及び自己利益の阻害要因を許容可能な水準まで軽減する手段とし
て，社会的影響度の高い事業体（PIE：Public Interest Entity）の監査業務の
主要な担当社員等（KAP：Key Audit Partner）に対して７年の関与期間後２
年のクーリングオフ期間のローテーションが規定されているが，複数の国
では追加的な要求又は異なった要求をしている。また，世界的にも監査不
祥事が絶えないことから，現在のクーリングオフ期間の２年間は短か過ぎ
るのではないかとの批判がある。このため，現行の規定が依然として適切
であるか否か，特に，PIEの KAPローテーションのあり方に焦点を当て
て検討することが，当プロジェクトの目的である。
　なお，強制ファーム・ローテーション及び強制入札制度については，国
際的な動向を注視しつつも，現在は当プロジェクトの検討の対象としてい
ない。ただ，2014年５月27日には，欧州連合官報において，改正法定監査
指令及び PIEの法定監査に関する規則の修正が公布され，欧州において
強制ファーム・ローテーション制度が2016年から導入されている。今後，
IESBAとしては，緊急課題及びアウトリーチ・プロジェクトにおいて，
これに関連した国際的な動向をフォローしていくことになっている。
⑵　公開草案と再公開草案の公表
　IESBAは，上記目的に沿った審議を続けた結果，IESBAの倫理規程セ
クション290「監査業務及びレビュー業務における独立性」及び同291「そ
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の他の保証業務における独立性」を改訂する公開草案「監査又は保証業務
における担当者の関与先との長期的関与に係る倫理規程の一部変更案」
を，2014年８月14日に公表した。この公開草案のコメント締切日は2014年
11月12日だったので，それ以降の会議ではこれらのコメントの分析及び審
議を行った結果，公開草案と大きく異なる暫定決定が行われた３つの内容
だけに限定して再公開草案を2016年２月４日に公表した（コメント締切日：
2016年５月９日）。
　この限定的な再公開草案に寄せられたコメントを分析，検討した結果，
IESBAは2016年９月のボード会議において改訂される最終規程の内容を
暫定的に確定した。なお，経過措置と適用日を，2016年10月の電話による
ボード会議で決めて，最終規程にする予定である。この最終規程は，後述
の倫理規程の構成見直しプロジェクトの最終規程と合わせて，2017年上旬
には公表される予定である。
　以下，現段階における最終的な改訂規程の概要を紹介する。
⑶　現段階における改訂規程の概要
　ア　クーリングオフ（日本：インターバル）期間の見直し
　改訂規程は，現在の７年～２年のローテーション期間を表３のように改
訂する。
　この改訂は，前述のように，現在の２年のクーリングオフ期間が短か過
ぎるという批判に対応するためである。全ての KAPのクーリングオフ期
間を５年に延ばすべきという強い意見もあったが，５年に延長するのは，
監査先との関係における馴れ合いや独立性という観点から，監査業務にお
いて一番大きな影響力を持つ EPに限定することになった。また，EQCR
の役割の重要性を考慮して，そのクーリングオフ期間を３年に延ばした。
その他の KAPについては，主に実務上の難しさを考慮して，現行どおり
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とすることになった。
　イ　EP等としての部分的な関与期間とクーリングオフ期間の関係
　当初の公開草案では，１年間だけでも EPとして関与した場合は，５年
間クーリングオフすると提案されていたが，余りにも厳し過ぎるというコ
メントに対応することになった。そして，７年間の内の一部を，EP，
EQCR又は KAPとしての組み合わせで関与した場合のクーリングオフ期
間を，次のように定めることにした。
　・EPと KAPの両方で４年以上関与の場合 ⇒５年のクーリングオフ
　・ EQCRと KAPの両方で４年以上関与の場合 ⇒３年のクーリングオフ
　・EPと EQCRの両方で４年以上関与の場合において：
　　　・EPとしての関与が３年以上の場合 ⇒５年のクーリングオフ
　　　・上述以外の組合せでの関与の場合 ⇒３年のクーリングオフ
　これは複雑過ぎるという意見もあるが，時間をかけて審議した結果この
方法で決着した。
　ウ　特定の国や地域の制度への配慮
　特定の国や地域の規制当局等が，次のような制度を採用している場合
は，EPのクーリングオフ期間を３年に短縮することができる。
表３　クーリング期間の改訂内容
監査関与期間 クーリングオフ期間（監査及び審査業務の禁止）
全 PIE担当の
全 KAP
EP EQCR KAP
現　　行 ７年 （この区分がない） ２年 ２年
改訂基準 ７年 ５年 ３年 ２年
（注） 　PIE（Public Interest Entity）： 社会的影響度の高い事業体（日本：倫理規則上の「大会
社等」）
　　　EP（Engagement Partner）：業務執行社員（日本：筆頭業務執行社員に相当）
　　　EQCR（Engagement Quality Control Reviewer）：審査担当社員
　　　KAP（Key Audit Partner）：監査業務の主要な担当社員等（日本：倫理規則も同じ表現）
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　・独立規制当局による検査制度，及び
　・ EPの関与期間が７年より短い，又は予め定められた期間の強制ファ
ームローテーション制度や強制入札制度あるいは共同監査
　このような特別の規定を設ける主な理由は，EUにおいては2016年から
強制ファームローテーション制度が導入されたり，最近ローテーション期
間を３年に短縮したこととの調整が難しいことへの配慮である。
　エ　クーリングオフ期間中の関与可能又は不能業務について
　監査人とクライアントの癒着を防ぎ独立性を高めるためには，単にクー
リングオフ期間を延ばすだけでなく，EP又は KAPであった者が，クーリ
ングオフ期間中における監査チームやクライアントとの関係や提供できる
業務の内容をより一層制限するべきという観点から，表４のような内容が
改訂規程に含められる予定である。
表４　クーリングオフ期間において制限される業務
制限される業務
クーリングオフ期間
最初の２年間
（EP及びその他の KAP）
次の３年間1）
（EPのみ）
監査チーム又は
クライアントと
の協議
（Consultation）
監査の結果に影響するよう
な，専門的又は業種固有の
事項，取引又は事象等につ
いての協議をしてはならな
い（但し，前年度監査に関
して監査チームと行った協
議又は結論に達した作業等
で，残っていたものに関し
ては，協議してもよい）。
EPだった者が，引き続き，会計
事務所等内において，専門的又
は業界固有の事項に関して協議
することの主な責任者である場
合（新たになる場合を含む）に
は，監査チーム又はクライアン
トとこのような協議をすること
ができる。但し，監査中に EPと
して問題にしなかった取引又は
事象等に限る。
制限される業務 クーリングオフ期間（EP：５年間　その他の KAP：２年間）
一定の責任を負
うこと
次のような責任を負うことはできない2）：
・ 監査クライアントへの専門的サービス提供の指導的又は調
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⑷　適　用　日
　当初の公開草案では，改訂規程は2017年12月15日以降開始する事業年度
の財務諸表監査から適用することが提案されていた。しかし，その後限定
的な再公開草案が公表されたこと等により，スケジュールが後ろにずれて
いることもあり，まだ最終的な適用日は決められていない。今後，再構成
された IESBA倫理規程全体の適用日とも合わせて決定されることが予定
されている。
⑸　改訂規程が日本の中小監査法人に与えるインパクト
　前述のように，IFACメンバー国として，日本独自のデュープロセスを
経た上で，いずれ今回の改訂内容を日本の倫理規則等に取り入れて行くこ
とになると想定されている。
　現在の日本の制度では，IESBAの倫理規程と同じように，JICPAの倫
（Be responsible 
for）
　整的（Leading or coordinating）役割の責任，又は
・ 監査クライアントと会計事務所等との関係を監督する
（Overseeing）責任
一定の役割又は
活動の行使
（Undertake any 
role or activity）
EP又は KAPは，次のような結果をもたらすような役割又は
活動（非保証業務の提供を含む）を，監査クライアントに対
して行ってはならない2）：
・ 上級経営者又は統治責任者（Those Charged With Gover-
nance，日本：倫理規則上の「監査役等」）と，重要な又は
頻繁な（Frequent）交流（Interaction）を持つこと，又は
・監査の結果に，直接影響を及ぼすこと
（注）1） 　クーリングオフ期間が２年経過した後なら，監査チーム又はクライアントとの協
議の内の一定の業務を提供できるようにする主な趣旨は，２年間経てば独立性の阻
害要因の重要性が許容可能な水準にまで軽減されること，及び人的資源や専門的能
力に限界のある会計事務所等及びクライアントに対する実務上の配慮等が挙げられ
ている。
　　 2） 　これらの制限は，クーリングオフ期間中にシニアパートナーやマネージングパー
トナーのように，会計事務所等の経営責任（Leadership role）を担う立場に就任する
ことを禁止するものではない。
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理規則上大会社等の監査においては，７年間の関与期間と２年間のクーリ
ングオフ期間が定められている。一方，公認会計士法による日本独自の制
度として，一定規模以上の大監査法人による上場会社の監査においては，
筆頭業務執行社員及び筆頭審査担当社員は，５年間の関与期間と５年間の
インターバル期間が定められている。
　このような日本の制度の下において，今回の改訂規程が仮に導入される
と，中小・中堅規模の監査法人にも５年間のクーリングオフ期間が適用さ
れることになり，かなり大きな影響を与えるものと思われる。そこで，中
小・中堅監査法人としては，もしこのような改訂が行われた場合に対応す
る戦略的な対策の構築を，今から検討を始める必要性があると思われる。
例えば，あくまでも私見であるが，次のような対策が考えられるのではな
かろうか。
　①　それぞれの法人内において，人材の獲得，育成，研修等を通じて，
新制度に対応できる内部体制を構築する。
　②　他の中小・中堅監査法人との合併，再編，グルーピング等を通じて
規模の拡大を図り，リソースの充実を図る。個々の法人が，独自に今
回のような制度変更に対応できないと，より規模の大きい法人にクラ
イアントを移されてしまうリスクが高まる。
　③　現在，海外のファームやグローバルファームとの提携関係を結んで
いない中小・中堅監査法人は，これから海外ネットワークを構築する
ことにより，人材の充実やノウハウを高めることによって，新制度に
対応する。
　④　信頼し合うことができる中小・中堅監査法人のいくつかが，独立し
たまま連携グループを組成し，パートナーローテーションのタイミン
グに合わせてグループ内でクライアントの分担を変えていく。一種の
任意ファームローテーションのような仕組みだが，制度改訂に乗じて
24
より規模の大きい監査法人にクライアントを奪われるのを避けること
ができる。米国の一部監査法人間では既に行っているようである。
　⑤　海外の中小・中堅監査法人連合体と連携して対策を講じる。例えば，
IFACの中小監査事務所委員会（Small and Medium Practices Committee :  
SMPC）は，IESBAが検討しているクーリングオフ期間見直しに対し
ては強く反対していたので，事後対策についても協議するメリットが
あるものと思われる。
６．倫理規程の構成の見直し
　倫理規程の構成の見直しプロジェクトの目的は，IESBAの倫理規程の
明瞭化及び利便性の改善方法を特定し，それによって倫理規程の適用
（adoption），効果的な履行及び一貫した適用を促進する方法を検討するこ
とである。しかし，本プロジェクトの目的はあくまでもこのようなことに
限定され，現行規程の内容を変更するものではないことに留意を要する。
　公開草案を開発するのに先立って，市場関係者に，このプロジェクトの
内容と方針を説明してコメントを求めるためにコンサルテーション・ペー
パー（CP）「IESBA倫理規程の構成の改善」が，2014年11月４日に公表さ
れた。そして，この CPに寄せられたコメントの分析及び審議を踏まえて
新しい構成による IESBA倫理規程案の一部がフェーズ１の公開草案とし
て2015年12月21日に公表された。なお，本プロジェクトの公開草案は表５
のように２つに分割して審議及び公表する予定である。
　①　公開草案（フェーズ１）の概要
　・ 概念的枠組みアプローチ（Conceptual Framework Application）及び基本
原則（Fundamental Principles）の遵守に関する要求事項をより明確化し，
その重要性を強調した。
　・ 要求事項（Requirement）と適用指針（Application Material）を明確に区
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別した。要求事項の番号の前には「R」，適用指針には「A」を付した。
適用指針は関連する要求事項の次に記載するようにした。また，要求
事項においては，“shall” の文言を使い，要求事項であることを明確化
し，適用指針では “shall” の文言を使用しないこととした。
　・ 責任（各規定の対象者）についてより明確にした。関連する場合には，
会計事務所等（Firm）の責任及び特定の職業会計士の責任を明確に識
別できるようにした。
　・ 可読性及び有用性向上のため，より分かりやすい言葉とした。より簡
潔かつ短い文章を用い，複雑な文法構造を簡素化し，能動態の使用を
増やし，法律用語や古風な用語を避けることとした。
　・ 必要箇所を特定しやすくするため，倫理規程の手引き（Guide to the 
Code）を追加した。
　・ 倫理規程を適切に再構成して明確性及び有用性を高め，将来的に電子
機能（Electronic Code）を活用すべく倫理規程の配置を調整した。
　・ 各セクションを自己完結的なセクションとするとともにサブセクショ
ンを設定した。具体的には，各セクションにおいて，それぞれ序論を
設け，背景情報（存在する可能性のある阻害要因を含む）を幅広く記述す
表５　倫理規程の構成の見直しの２つの公開草案
フェーズ１公開草案 フェーズ２公開草案
2015年12月21日公表 2016年12月の IESBA会議で承認の予定
・Preface（序文）
・Guide to the Code（倫理規程の手引き）
・Part A（倫理規程の序論及び基本原則）
・ Part C（会計事務所等所属の職業会計士）
・C1（監査・レビュー業務の独立性）
・Glossary（用語集）
・Part B（企業等所属の職業会計士）
・Part Cの内の，違法行為への対応
・C1 の一部（長期的関与，非保証業務，
利用と配布の制限が付された報告
書）
・C2（その他の保証業務の独立性）
（注） 　上記の内，PartCは現行の PartBから，PartBは現行の PartCから，変更されるもの
である。
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るとともに，基本原則への準拠が重要であるので，必ず基本原則への
参照を行うこととした。
　・修正を容易にするため，ナンバリングを見直した。
　・ 企業等所属の職業会計士に係る規定が会計事務所等所属の職業会計士
にも関連する点を考慮し，また独立性のセクションを倫理規程の末尾
に移動することにより今後の拡充に配慮した構成となる点を踏まえ，
会計事務所等所属の職業会計士に係る規定（現行 Part B）と企業等所
属の職業会計士に係る規定（現行 Part C）の順番を入れ替えた。これ
に加え，独立性のセクションを読みやすくし，必要箇所の特定を容易
にするため，小見出しを増やした。
　・「定義」のセクションを拡充し，「用語集」として整理した。
　・ 倫理規程のタイトルを変更した。原則主義を堅持しつつ，要求事項に
ついても焦点を当てることを目的として，現行の “Code” に加えて
“Standards” という文言を追加することにより，“Code” と “Standards”
の両方を含むタイトルとすることとした（“Code of Ethics for Professional 
図２　フェーズ２完了後の IESBA 倫理規程の全体の構成案
倫理規程の手引き（全ての職業会計士）
用語集
Part A（全ての職業会計士）
倫理規程の序論及び基本原則
Part B
企業等所属の職業会計士
Part C
会計事務所等所属の職業会計士
独立性に関する国際基準
C1 - 独立性：監査業務及び
　　　　　　レビュー業務
C2 - 独立性：その他の保証業務
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Accountants” ⇒ “International Code of Ethics Standards for Professional 
Accountants”）。
　②　今後の予定
　IESBAボード会議においては，現在フェーズ１に寄せられたコメント
の分析，検討をすると同時にフェーズ２の検討も開始した。なお，このプ
ロジェクトとの連携が重要な他のプロジェクト（違法行為への対応，長期的
関与，パート C及びセーフガード）とはそれぞれの進捗状況に合わせて注意
深くタイアップしている。それらのプロジェクトの進捗状況次第である
が，現在のところ，2016年12月の IESBA会議においてフェーズ２の公開
草案を承認する予定である。
７．監査報酬切下げプレッシャーに関する IESBAスタッフ文書
　の公表
　公益監視委員会（PIOB），IESBAの諮問助言グループ（CAG）及び証券
監督者国際機構（IOSCO）等を含む市場関係者の間で，最近，監査法人へ
の監査報酬切下げプレッシャーが厳しくなり，それが監査人の独立性や監
査の品質に悪い影響を与えているのではないかとの危惧が高まっている。
　そこで，IESBAのプランニング・コミッティーから，低額監査報酬や
不当な監査報酬切下げプレッシャーは監査人の独立性や監査の品質に悪影
響を与え，基本原則の遵守に対する潜在的な阻害要因になる旨を警告する
IESBAスタッフ文書を公表する提案があり，2016年１月に IESBAスタッ
フ文書「監査報酬切下げプレッシャーの局面における監査報酬の決定に関
する倫理的考慮事項」が公表された。なお，このような文書は，IESBA
の正式の公表物ではないので，通常のデュープロセスによってボード会議
の承認を得てはいない。
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　①　スタッフ文書公表の目的
　この文書は，監査人が監査報酬切下げのプレッシャーに直面している
状況において，IESBAが設定する倫理規程に遵守すべき監査人の倫理
的責務を喚起するものである。同時に，企業の統治責任者，財務諸表作
成者，規制当局や監査監督機関，投資家等監査業務や監査の品質に関心
を持っている市場関係者にも注意を喚起するものである。
　②　総論
　監査を取り巻く昨今の環境は，監査報酬の切下げプレッシャーがます
ます強くなる状況にある。このスタッフ文書は，監査報酬の決定に影響
する様々な要因と，その切下げプレッシャーが生じる様々な原因（例え
ば，強制ファームローテーションによる競争激化）について説明した上で，
監査報酬の水準に拘らず高品質な監査を実施しなければならないという
メッセージを監査人に発している。
　③　IESBA倫理規程における主な倫理検討事項
　監査報酬は，本来は監査人と被監査会社が決めるべき商行為ではある
が，非倫理的に低い監査報酬は，IESBA倫理規程における基本原則の
阻害要因になるおそれがあるとしている。そして，スタッフ文書は，低
額報酬がどのようにして，職業的専門家としての能力及び正当な注意の
原則，公正性の原則，誠実性及び職業的専門家としての行動の原則の阻
害要因になるかを，いくつかの状況を挙げた上で説明している。また，
統治責任者とのコミュニケーション等のセーフガードについてもある程
度は述べている。いずれにしろ，一番大事なメッセージとして，「監査
報酬の金額に関係なく，監査人は適切な監査を行うべきこと」が明示さ
れている。
　④　その他の市場関係者の役割の重要性
　社会のインフラ整備を担う企業の統治責任者，財務諸表作成者，規制
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当局や監査監督機関，投資家等その他の市場関係者もまた，低額監査報
酬が監査の品質や監査人の独立性を損なうような環境を正す責任を担う
べきものであると指摘している。
　なお，IESBAに設置された監査報酬に関するワーキング・グループが，
これからＧ20を中心にした世界各国，地域における低額報酬の実態を調
べ，学術論文等の調査・分析も行い，その結果によって，このテーマを今
後どのように扱うべきかを検討する予定である。
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